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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期

第２四半期連結
累計期間

第39期
第２四半期連結

累計期間
第38期

会計期間
自2018年３月１日
至2018年８月31日

自2019年３月１日
至2019年８月31日

自2018年３月１日
至2019年２月28日

営業収益
（百万円）

321,196 265,409 617,174

（第２四半期連結会計期間） (162,383) (132,496)  

税引前四半期利益又は税引前利

益
（百万円） 32,664 39,835 4,225

親会社の所有者に帰属する四半

期（当期）利益 （百万円）
30,385 38,162 45,370

（第２四半期連結会計期間） (16,680) (17,851)  

親会社の所有者に帰属する四半

期（当期）包括利益
（百万円） 28,074 34,698 41,327

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 564,189 587,990 568,762

資産合計 （百万円） 1,714,849 2,048,949 1,372,117

基本的１株当たり四半期（当

期）利益 （円）
60.03 75.40 89.64

（第２四半期連結会計期間） (32.96) (35.27)  

希薄化後１株当たり四半期（当

期）利益
（円） － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 32.9 28.7 41.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 69,811 219,728 159,742

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △17,154 △76,159 109,257

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △54,435 △103,415 △156,234

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 250,849 403,227 353,498

（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

４．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財

務諸表に基づいております。

５．2018年10月に当社が保有するユニー株式会社の全株式を売却することを決定したため、前第３四半期連結会

計期間において、同社及び同社の子会社の事業を非継続事業に分類しております。これに伴い、前第２四半

期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間の営業収益及び税引前四半期利益の金額について、非継続事

業を除いた継続事業の金額に組替を行っております。

６．2019年３月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して基本的１株当たり四半期（当期）利益を算定しておりま

す。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントを「コンビニエンスストア事業」の単一セグメントに変更し

ております。詳細は「第４　経理の状況　１　要約四半期連結財務諸表　要約四半期連結財務諸表注記　５．セグ

メント情報」をご参照ください。

当第２四半期連結累計期間における主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（子会社の異動）

第１四半期連結会計期間において、カネ美食品株式会社は保有する株式の一部譲渡により、子会社から関連会

社となっております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当第２四半期連結累計期間の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、次のとおりでありま

す。

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間（2019年３月１日～2019年８月31日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改

善を背景に緩やかな回復基調が続いております。そうした中、小売業界におきましては、業態を超えた競争の激

化、消費マインドの断続的な下落、店舗及び物流における人手不足などの影響により、依然として厳しい状況が

続いております。加えて、安全で安心な食の提供や環境問題への対応等、企業の社会的責任が増大しておりま

す。

　このような状況のもと、当社グループは「社会・生活インフラ企業」として、それぞれの地域のお客さまに寄

り添いながら地域社会に貢献する、魅力ある企業を目指して邁進しております。

　なお、当社は、2019年９月１日を効力発生日として、完全子会社である株式会社ファミリーマートの吸収合併

を行い、本合併後の商号を株式会社ファミリーマートに変更いたしました。同時に、コーポレートメッセージ

「あなたと、コンビに、ファミリーマート」のもと基本理念を改定しております。

 

　当社グループは『４つの挑戦』として、『加盟店支援の強化』を最優先事項としながら、『店舗収益力の強

化』『デジタル推進』『株式会社パン・パシフィック・インターナショナルホールディングスとの協業推進』に

ついて、取組んでおります。

（加盟店支援の強化）

　『加盟店支援の強化』では、2019年４月に発表いたしました『ファミリーマート加盟店支援「行動計画」』に

基づき、加盟店と本部が共存共栄の関係のもと、具体的な加盟店支援施策を順次実施しております。お客さまの

利便性と安定的な店舗運営のバランスが適切に保たれた店舗運営体制の構築に向けた「時短営業実験」を同年６

月に実施し、その結果を踏まえ、実験規模を拡大した第２次時短営業実験を同年10月に予定しております。ま

た、同年８月にストアスタッフ派遣体制の強化を目的に「株式会社ファミマ・サポート」を発足、愛知県内を対

象にサポートを開始しております。さらに、加盟店利益につながるフードロス削減策として完全予約制を実施し

た土用の丑（うなぎ）商品では、廃棄金額が約８割減少、加盟店利益は約７割増加いたしました。

（店舗収益力の強化）

　『店舗収益力の強化』では、商品面としては、惣菜に加え冷凍食品のラインナップを強化する「お母さん食

堂」で、2019年度から約4,000店に冷凍食品の販売ケース増設を進めております。売場拡大店舗においては、売上

前年比が約140％に伸長するなど好調に推移しており、より手軽にお召し上がりいただける冷凍食品のラインナッ

プを強化することで、「フードロス削減」にも繋がるものと考えております。また、2018年10月より導入開始し

ている挽きたてコーヒーの新型コーヒーマシンについては、25,000台の設置完了へ向け積極的に導入を推進いた

しました。

　開発面としては、2018年度に不採算店舗の整理を実施したことで閉鎖店舗数が減少しております。また、厳選

出店をしつつ2019年度上期は出店数が増加、日商も増加で推移しております。

（デジタル推進）

　『デジタル推進』では、当社独自の電子マネー機能を実装したスマートフォンアプリ「ファミペイ」が、2019

年７月にスタートし、同年８月末現在で累計350万ダウンロードを達成いたしました。同年８月30日（金）には、

官民連携の取り組み「プレミアム“キャッシュレス”フライデー」に賛同し、当日限定でファミペイアプリの

バーコード決済「FamiPay」でお会計をしたお客さま全員に、「ポケチキ」の無料クーポンをプレゼントいたしま

した。また、現在お買い物時にご利用いただける「Ｔポイント」に加え、「ｄポイント」及び「楽天スーパーポ

イント」を同年11月より導入することを決定しております。

（株式会社パン・パシフィック・インターナショナルホールディングスとの協業推進）

　『株式会社パン・パシフィック・インターナショナルホールディングスとの協業推進』では、商品・サービス

の共同開発、金融サービス分野での協業、海外事業の共同展開の各分野について、引き続き取組みを進めており

ます。2019年８月には、提携関係をさらに強化するために、株式会社パン・パシフィック・インターナショナル

ホールディングスの株式の追加取得の方針を発表いたしました。
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　当第２四半期連結会計期間末の国内店舗数は16,507店（国内エリアフランチャイザー３社計925店を含む）とな

りました。海外事業では、東アジアを中心に7,505店となり、国内外合わせた全店舗数は24,012店となりました。

 

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、営業収益は2,654億９百万円（前年同期比

17.4％減）、事業利益（注）は463億４千万円（同31.6％増）、税引前四半期利益は398億３千５百万円（同

22.0％増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は381億６千２百万円（同25.6％増）となりました。

 

　なお、当社グループは、従来「コンビニエンスストア事業」及び「総合小売事業」の２事業を報告セグメント

としておりましたが、前連結会計年度及び第１四半期連結会計期間における子会社株式の譲渡に伴い、報告セグ

メントの見直しを行った結果、第１四半期連結会計期間より当社グループの報告セグメントは「コンビニエンス

ストア事業」の単一セグメントに変更しております。

 

（注）事業利益は、営業収益から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除した当社独自の利益指標であり、

IFRSで開示が要求されているものではありません。

 

（2）財政状態に関する説明

　資産は、前連結会計年度末に比べ6,768億３千１百万円増加し２兆489億４千９百万円となりました。これは主

として、IFRS第16号「リース」（2016年１月公表）（以下「IFRS第16号」という。）の適用に伴う使用権資産の

増加によるものであります。

　負債は、前連結会計年度末に比べ6,691億４千８百万円増加し１兆4,515億２千９百万円となりました。これは

主として、IFRS第16号の適用に伴うリース負債の増加によるものであります。

　資本は、前連結会計年度末に比べ76億８千３百万円増加し5,974億２千万円となりました。これは主として、利

益剰余金が増加したことによるものであります。

　これらの結果、当第２四半期連結会計期間末の親会社所有者帰属持分比率は28.7％、D/Eレシオ（ネット）は△

0.3倍となりました。なお、当社ではD/Eレシオの算定においてリース負債を有利子負債に含めておりません。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と

比較して380億６千５百万円増加し4,032億２千７百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は2,197億２千８百万円となり、前第２四半期連結累計期間に比べ1,499億１千７

百万円増加しております。これは主に、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関休業日であったことに伴い営

業債務及びその他の債務が増加したことや、IFRS第16号の適用に伴い減価償却費及び償却費が増加したことによ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は761億５千９百万円となり、前第２四半期連結累計期間に比べ590億５百万円増

加しております。これは主に、前連結会計年度において完了したユニー株式会社の株式の譲渡により非継続事業

からの投資活動キャッシュ・フローが増加した一方、投資の取得による支出が増加したことによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は1,034億１千５百万円となり、前第２四半期連結累計期間に比べ489億８千万円

増加しております。これは主に、IFRS第16号の適用によりリース負債の返済額が増加したことによるものであり

ます。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の子会社が対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

 

（5）研究開発活動

　研究開発活動については、当社グループはコンビニエンスストア事業においてオリジナル商品の開発を常に進

めておりますが、その他特記すべき事項はありません。
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（6）従業員の状況

　当第２四半期連結会計期間末において、当社グループの従業員数は、前連結会計年度末より従業員が1,291名、

臨時雇用者が4,744名それぞれ減少しております。

　これは主に、第１四半期連結会計期間に、当社が保有するカネ美食品株式会社の株式を株式会社パン・パシ

フィック・インターナショナルホールディングスに一部譲渡したことに伴い、同社が子会社から関連会社となっ

たことによるものであります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

（注）当社は、2019年３月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。その結果、発行可能

株式総数は750,000,000株増加し、1,000,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年８月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2019年10月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 506,849,252 506,849,252

東京証券取引所

名古屋証券取引所（注）２

各市場第一部

単元株式数

100株

計 506,849,252 506,849,252 － －

（注）１．当社は、2019年３月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っており、同日をもって発行済

株式総数は380,136,939株増加し、506,849,252株となっております。

２．名古屋証券取引所については、2019年10月９日開催の取締役会決議に基づき、2019年10月10日付で上場廃止

の申請を行っております。同証券取引所に申請が受理された後、所定の手続きを経て、整理銘柄に指定され

た日から１ヶ月後の11月下旬に上場廃止となる予定です。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2019年６月１日～

2019年８月31日
－ 506,849 － 16,659 － 17,057
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（５）【大株主の状況】

  （2019年８月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５番１号 210,029 41.50

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 87,424 17.27

伊藤忠リテールインベストメント

合同会社

東京都港区北青山二丁目５番１号 43,522 8.60

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 29,500 5.83

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号　晴海

トリトンスクエアタワーＺ

11,412 2.25

株式会社ＮＴＴドコモ 東京都千代田区永田町二丁目11番１号 7,251 1.43

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラスト

信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目６番６号

日本生命証券管理部内

（東京都港区浜松町二丁目11番３号）

6,213 1.23

STATE STREET BANK WEST CLIENT -

TREATY 505234

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決

済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY, MA

02171, U.S.A.

（東京都港区港南二丁目15番１号　品川イ

ンターシティＡ棟）

4,355 0.86

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口５）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,342 0.86

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 3,237 0.64

計 － 407,285 80.47

（注）１．伊藤忠リテールインベストメント合同会社は伊藤忠商事株式会社の完全子会社であります。

２．2018年６月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、大和証券投資信託委託株式会社及

び共同保有者１社が2018年５月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されているも

のの、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。なお、当社は2019年３月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分

割を行っておりますが、下記の保有株式数は当該分割前の株式数にて記載しております。

氏名又は名称
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

大和証券投資信託委託株式会社 5,114 　4.04

大和証券株式会社 1,224 　0.97

計 6,337 　5.00

 

３．2019年７月29日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三菱ＵＦＪ信託銀

行株式会社及び共同保有者２社が2019年７月22日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載
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されているものの、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 7,459 　1.47

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 13,576 　2.68

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 723 　0.14

計 21,758 　4.29

４．2019年８月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村アセットマネ

ジメント株式会社及び共同保有者１社が2019年７月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨

及び野村證券株式会社が共同保有者から外れた旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期

間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

NOMURA INTERNATIONAL PLC 966 　0.19

野村アセットマネジメント株式会社 48,398 　9.55

計 49,365 　9.74

５．2019年９月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラス

ト・アセットマネジメント株式会社及び共同保有者１社が2019年８月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式

を保有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式

数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 8,652 　1.71

日興アセットマネジメント株式会社 24,818 　4.90

計 33,470 　6.60
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（2019年８月31日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 737,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 505,371,300 5,053,713 －

単元未満株式 普通株式 740,552 －
一単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 506,849,252 － －

総株主の議決権 － 5,053,713 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。

また、議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

 

②【自己株式等】

（2019年８月31日現在）
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ユニー・ファミリーマー

トホールディングス㈱

東京都港区芝浦三

丁目１番21号
737,400 － 737,400 0.15

（注）当社は、2019年９月１日付でユニー・ファミリーマートホールディングス株式会社から株式会社ファミリーマー

トへ商号変更しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

（1）当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年

内閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

なお、本報告書の要約四半期連結財務諸表の金額については、百万円未満を四捨五入して表示しております。

（2）2018年10月に当社が保有するユニー株式会社の全株式を売却することを決定したため、前第３四半期連結会計

期間において、同社及び同社の子会社の事業を非継続事業に分類しております。これに伴い、非継続事業に分類

した事業に関して、前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間の要約四半期連結損益計算書、要

約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び関連する要約四半期連結財務諸表注記の一部組替を行っておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年６月１日から2019

年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年３月１日から2019年８月31日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

 注記
前連結会計年度

（2019年２月28日）
 

当第２四半期連結会計期間
（2019年８月31日）

  百万円  百万円

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物 ７ 353,498  403,227

営業債権及びその他の債権 ７ 147,750  139,554

その他の金融資産 15 12,857  11,664

棚卸資産  17,956  16,697

その他の流動資産  25,822  20,430

小計  557,884  591,572

売却目的で保有する資産 ８ 45,981  13,594

流動資産合計  603,865  605,166

非流動資産     

有形固定資産  254,540  189,031

使用権資産  －  747,252

投資不動産  12,105  17,043

のれん  142,732  142,556

無形資産  56,833  54,898

持分法で会計処理されている投資  23,224  30,807

敷金 15 89,813  87,583

その他の金融資産 15 115,580  92,893

繰延税金資産  60,879  73,613

その他の非流動資産  12,547  8,106

非流動資産合計  768,253  1,443,783

資産合計  1,372,117  2,048,949
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 注記
前連結会計年度

（2019年２月28日）
 

当第２四半期連結会計期間
（2019年８月31日）

  百万円  百万円

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務 ７ 210,903  322,405

預り金  132,500  107,636

社債及び借入金 15 39,723  36,253

リース負債 15 26,270  168,372

未払法人所得税等  4,659  9,370

その他の流動負債  27,998  22,608

小計  442,053  666,644

売却目的で保有する資産に直接関連

する負債
８ 8,891  －

流動負債合計  450,944  666,644

非流動負債     

社債及び借入金 15 173,152  167,937

リース負債 15 82,831  542,910

その他の金融負債 15 14,489  14,434

退職給付に係る負債  15,281  14,920

引当金  36,812  37,076

その他の非流動負債  8,873  7,608

非流動負債合計  331,436  784,884

負債合計  782,380  1,451,529

資本     

資本金  16,659  16,659

資本剰余金  236,747  236,775

自己株式  △1,185  △1,190

その他の資本の構成要素  6,773  859

利益剰余金  309,768  334,887

親会社の所有者に帰属する持分合計  568,762  587,990

非支配持分  20,975  9,430

資本合計  589,737  597,420

負債及び資本合計  1,372,117  2,048,949

 

EDINET提出書類

株式会社ファミリーマート(E03125)

四半期報告書

13/36



（２）【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年３月１日
至　2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

  百万円  百万円

継続事業     

営業収益 10 321,196  265,409

売上原価 11 △75,005  △31,632

営業総利益  246,192  233,777

販売費及び一般管理費 11 △210,987  △187,438

持分法による投資損益  1,663  2,114

その他の収益 ６ 4,821  979

その他の費用 ６ △9,319  △6,380

金融収益  1,384  978

金融費用  △1,090  △4,197

税引前四半期利益  32,664  39,835

法人所得税費用 12 △8,559  △836

継続事業からの四半期利益  24,105  38,999

非継続事業     

非継続事業からの四半期利益 13 13,872  1,317

四半期利益  37,977  40,316

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  30,385  38,162

非支配持分  7,592  2,154

四半期利益  37,977  40,316

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 14    

継続事業  42.66  72.80

非継続事業  17.37  2.60

合計  60.03  75.40

     

希薄化後１株当たり四半期利益（円）     

継続事業  －  －

非継続事業  －  －

合計  －  －
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【第２四半期連結会計期間】

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自　2018年６月１日
至　2018年８月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2019年６月１日
至　2019年８月31日）

  百万円  百万円

継続事業     

営業収益  162,383  132,496

売上原価  △36,557  △13,156

営業総利益  125,826  119,339

販売費及び一般管理費  △103,846  △92,516

持分法による投資損益  1,221  1,401

その他の収益  414  571

その他の費用  △4,670  △1,158

金融収益  812  542

金融費用  △536  △2,515

税引前四半期利益  19,221  25,665

法人所得税費用  △5,149  △6,514

継続事業からの四半期利益  14,072  19,151

非継続事業     

非継続事業からの四半期利益  6,705  －

四半期利益  20,777  19,151

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  16,680  17,851

非支配持分  4,097  1,300

四半期利益  20,777  19,151

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 14    

継続事業  24.44  35.27

非継続事業  8.52  －

合計  32.96  35.27

     

希薄化後１株当たり四半期利益（円）     

継続事業  －  －

非継続事業  －  －

合計  －  －
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（３）【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年３月１日
至　2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

  百万円  百万円

四半期利益  37,977  40,316

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定される金融資産
15 △2,530  △2,902

持分法適用会社におけるその他の包括利

益に対する持分
 △5  △26

純損益に振り替えられることのない項目

合計
 △2,534  △2,928

     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

キャッシュ・フロー・ヘッジ  △16  △13

在外営業活動体の換算差額  △217  △1,254

持分法適用会社におけるその他の包括利

益に対する持分
 △32  △33

純損益に振り替えられる可能性のある項

目合計
 △264  △1,301

税引後その他の包括利益  △2,798  △4,229

四半期包括利益  35,179  36,087

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  28,074  34,698

非支配持分  7,105  1,389

四半期包括利益  35,179  36,087
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【第２四半期連結会計期間】

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自　2018年６月１日
至　2018年８月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2019年６月１日
至　2019年８月31日）

  百万円  百万円

四半期利益  20,777  19,151

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定される金融資産
15 △2,244  △1,048

持分法適用会社におけるその他の包括利

益に対する持分
 △4  △15

純損益に振り替えられることのない項目

合計
 △2,248  △1,063

     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

キャッシュ・フロー・ヘッジ  25  △12

在外営業活動体の換算差額  139  △431

持分法適用会社におけるその他の包括利

益に対する持分
 7  △10

純損益に振り替えられる可能性のある項

目合計
 171  △453

税引後その他の包括利益  △2,077  △1,516

四半期包括利益  18,700  17,635

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  14,775  16,564

非支配持分  3,925  1,071

四半期包括利益  18,700  17,635
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（４）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間（自　2018年３月１日　至　2018年８月31日）

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金  資本剰余金  自己株式  

その他の資本の構成要素

在外営業
活動体の
換算差額

 
キャッシュ
・フロー
・ヘッジ

 

その他の
包括利益
を通じて
公正価値で
測定される
金融資産

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2018年３月１日時点の残高  16,659  236,785  △1,104  △565  228  16,262

四半期利益  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  △46  △19  △2,246

四半期包括利益合計  －  －  －  △46  △19  △2,246

自己株式の取得  －  －  △36  －  －  －

自己株式の処分  －  1  1  －  －  －

配当金 ９ －  －  －  －  －  －

支配の喪失とならない子会社

に対する所有持分の変動
 －  △29  －  －  －  －

その他  －  －  －  －  －  －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 －  －  －  －  －  △157

その他の資本の構成要素から

非金融資産等への振替
 －  －  －  －  38  －

所有者との取引額合計  －  △28  △35  －  38  △157

2018年８月31日時点の残高  16,659  236,757  △1,138  △611  247  13,859

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

 非支配持分  合計
その他の資本の構成要素

 利益剰余金  合計
確定給付制
度の再測定

 合計

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2018年３月１日時点の残高  －  15,925  274,970  543,235  45,424  588,659

四半期利益  －  －  30,385  30,385  7,592  37,977

その他の包括利益  －  △2,311  －  △2,311  △487  △2,798

四半期包括利益合計  －  △2,311  30,385  28,074  7,105  35,179

自己株式の取得  －  －  －  △36  －  △36

自己株式の処分  －  －  －  2  －  2

配当金 ９ －  －  △7,086  △7,086  △2,490  △9,576

支配の喪失とならない子会社

に対する所有持分の変動
 －  －  －  △29  △6,611  △6,640

その他  －  －  △8  △8  54  46

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 －  △157  157  －  －  －

その他の資本の構成要素から

非金融資産等への振替
 －  38  －  38  －  38

所有者との取引額合計  －  △119  △6,937  △7,119  △9,047  △16,166

2018年８月31日時点の残高  －  13,495  298,418  564,189  43,481  607,671
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当第２四半期連結累計期間（自　2019年３月１日　至　2019年８月31日）

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金  資本剰余金  自己株式  

その他の資本の構成要素

在外営業
活動体の
換算差額

 
キャッシュ
・フロー
・ヘッジ

 

その他の
包括利益
を通じて
公正価値で
測定される
金融資産

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2019年３月１日時点の残高  16,659  236,747  △1,185  △881  5  7,649

会計方針の変更による影響額  －  －  －  －  －  －

修正再表示後の残高  16,659  236,747  △1,185  △881  5  7,649

四半期利益  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  △559  △13  △2,891

四半期包括利益合計  －  －  －  △559  △13  △2,891

自己株式の取得  －  －  △5  －  －  －

自己株式の処分  －  0  0  －  －  －

配当金 ９ －  －  －  －  －  －

支配の喪失とならない子会社

に対する所有持分の変動
 －  28  －  －  －  △8

子会社の支配喪失に伴う変動  －  －  －  －  －  －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 －  －  －  －  －  △2,443

所有者との取引額合計  －  28  △4  －  －  △2,450

2019年８月31日時点の残高  16,659  236,775  △1,190  △1,440  △9  2,307

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

 非支配持分  合計
その他の資本の構成要素

 利益剰余金  合計
確定給付制
度の再測定

 合計

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2019年３月１日時点の残高  －  6,773  309,768  568,762  20,975  589,737

会計方針の変更による影響額  －  －  △5,300  △5,300  －  △5,300

修正再表示後の残高  －  6,773  304,468  563,461  20,975  584,437

四半期利益  －  －  38,162  38,162  2,154  40,316

その他の包括利益  －  △3,463  －  △3,463  △765  △4,229

四半期包括利益合計  －  △3,463  38,162  34,698  1,389  36,087

自己株式の取得  －  －  －  △5  －  △5

自己株式の処分  －  －  －  1  －  1

配当金 ９ －  －  △10,186  △10,186  △2,387  △12,572

支配の喪失とならない子会社

に対する所有持分の変動
 －  △8  －  20  △377  △357

子会社の支配喪失に伴う変動  －  －  －  －  △10,171  △10,171

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 －  △2,443  2,443  －  －  －

所有者との取引額合計  －  △2,450  △7,743  △10,170  △12,934  △23,104

2019年８月31日時点の残高  －  859  334,887  587,990  9,430  597,420
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（５）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年３月１日
至　2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

  百万円  百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー     

継続事業からの税引前四半期利益  32,664  39,835

減価償却費及び償却費  28,166  100,447

減損損失  4,145  3,476

持分法による投資損益（△は益）  △1,663  △2,114

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） ７ 5,714  △13,014

棚卸資産の増減額(△は増加)  △2,995  458

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） ７ 25,295  107,819

預り金の増減額(△は減少)  △42,195  △23,440

退職給付に係る負債の増減額  15  △239

その他  △2,719  13,812

小計  46,425  227,041

利息及び配当金の受取額  1,513  2,142

利息の支払額  △1,388  △4,062

法人所得税の支払額  △1,409  △5,953

法人所得税の還付額  2,396  560

非継続事業からの営業活動キャッシュ・フロー  22,274  －

営業活動によるキャッシュ・フロー  69,811  219,728

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産、使用権資産及び投資不動産の取得

による支出
 △16,860  △37,495

有形固定資産、使用権資産及び投資不動産の売却

による収入
 527  473

無形資産の取得による支出  △2,137  △3,547

敷金等の差入による支出  △5,218  △2,028

敷金等の回収による収入  3,995  1,736

投資の取得による支出  △2,895  △56,509

投資の売却、償還による収入  315  6,273

事業の処分による収入 ６ 3,617  －

事業の処分による支出 ６ －  △717

その他  △1,316  △6,045

非継続事業からの投資活動キャッシュ・フロー  2,818  21,699

投資活動によるキャッシュ・フロー  △17,154  △76,159
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 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年３月１日
至　2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

  百万円  百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー     

社債及び借入金による調達額  61,164  42,201

社債及び借入金の返済額  △82,928  △50,342

リース負債の返済額  △14,895  △84,509

自己株式の取得による支出  △38  △5

非支配持分株主からの子会社持分取得による支出  △157  △357

配当金の支払額 ９ △7,086  △10,186

非支配持分への配当金の支払額  △286  △218

その他  16  1

非継続事業からの財務活動キャッシュ・フロー  △10,225  －

財務活動によるキャッシュ・フロー  △54,435  △103,415

現金及び現金同等物の為替変動による影響  △547  △2,089

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  △2,325  38,065

現金及び現金同等物の期首残高

（連結財政状態計算書計上額）
 

253,174  353,498

売却目的で保有する資産に含まれる現金及び現金同

等物の振戻額
８ －  11,665

現金及び現金同等物の期首残高  253,174  365,162

現金及び現金同等物の四半期末残高 ７ 250,849  403,227
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ファミリーマート（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であり、その登記されている

本社の住所は東京都港区芝浦三丁目１番21号であります。2019年８月31日に終了する第２四半期の要約四半期連

結財務諸表は、当社及び子会社（以下「当社グループ」という。）並びに関連会社及び共同支配企業に対する当

社グループの持分により構成されております。なお、当社は、2019年４月10日付で締結した合併契約に基づき、

2019年９月１日付で当社の完全子会社である株式会社ファミリーマートを吸収合併するとともに、ユニー・ファ

ミリーマートホールディングス株式会社から株式会社ファミリーマートへ商号変更しております。また、当社グ

ループの親会社は伊藤忠商事株式会社であります。

　当社グループは、コンビニエンスストア事業を主な事業内容としております。コンビニエンスストア事業は、

当社及び国内外のエリアフランチャイザー各社が主にコンビニエンスストア「ファミリーマート」をチェーン展

開しております。

　本要約四半期連結財務諸表は、2019年10月９日に取締役会によって承認されております。

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（2007年内閣府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、

同第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、2019年

２月28日に終了した連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

(2）測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価

を基礎として作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未

満を四捨五入して表示しております。

 

(4）表示方法の変更

（要約四半期連結財政状態計算書関係）

　前連結会計年度の連結財政状態計算書において表示していた「リース債務」は、第１四半期連結会計期間よ

りIFRS第16号「リース」（2016年１月公表）（以下「IFRS第16号」という。）を適用したことに伴い「リース

負債」として組替表示しております。

（要約四半期連結損益計算書関係）

　非継続事業に分類した事業に係る損益は、要約四半期連結損益計算書において継続事業からの利益の後に法

人所得税費用控除後の金額で区分表示しております。非継続事業に分類した事業に関して、前第２四半期連結

会計期間及び前第２四半期連結累計期間の要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び関連する要約四半期連結財務諸表注記の一部組替を行っております。

（要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間の要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書において表示していた「リース債務

の返済額」は、第１四半期連結会計期間よりIFRS第16号を適用したことに伴い「リース負債の返済額」として

組替表示しております。

 

３．重要な会計方針

　当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度に

係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しています。

　当社グループは、第１四半期連結会計期間より、以下の基準を適用しております。

IFRS  新設・改訂の概要

IFRS第16号 リース  リース契約に関する会計処理を改訂

 

　当社グループは、IFRS第16号を第１四半期連結会計期間から適用しております。

　IFRS第16号の適用にあたっては、経過措置として認められている、本基準の適用による累積的影響を適用開始

日に認識する方法を採用しております。
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　IFRS第16号の適用に際し、契約にリースが含まれているか否かについては、IFRS第16号C3項の実務上の便法を

選択し、IAS第17号「リース」（以下「IAS第17号」という。）及びIFRIC第４号「契約にリースが含まれている

か否かの判断」の下での判断を引き継いでおります。適用開始日以降は、IFRS第16号の規定に基づき判断してお

ります。

　当社グループは、過去にIAS第17号を適用してオペレーティング・リースに分類したリースについて、IFRS第

16号の適用開始日に、リース負債を認識しております。当該リース負債は、残存リース料を適用開始日現在の借

手の追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で測定しております。なお、リース負債の測定に際しては、

リース要素とこれに関連する非リース要素は分離せず、単一のリース構成要素として認識しております。

　過去にIAS第17号を適用してファイナンス・リースに分類した借手としてのリースについては、適用開始日の

使用権資産及びリース負債の帳簿価額を、それぞれその直前の日におけるIAS第17号に基づくリース資産及び

リース債務の帳簿価額で測定しております。

　当社グループは、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額である資産のリースについて、使用

権資産及びリース負債を認識しておりません。当社グループは、これらのリースに係るリース料をリース期間に

わたり定額法により費用として認識しております。

　前連結会計年度末現在でIAS第17号を適用して開示したオペレーティング・リース契約と連結財政状態計算書

に認識した適用開始日現在のリース負債の調整表は以下のとおりであります。

 

  金額

  百万円

2019年２月28日現在で開示したオペレーティング・リース契約  163,014

   

2019年３月１日時点の追加借入利子率で割り引いたオペレーティング・リース契約  158,382

2019年２月28日現在で開示したファイナンス・リース債務  109,100

解約可能オペレーティング・リース契約等  474,722

2019年３月１日現在のリース負債  742,205

 

　IFRS第16号の適用により、第１四半期連結会計期間の期首において、使用権資産716,429百万円、リース負債

633,105百万円を計上しております。また、本基準の適用による累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用

したこと等により、利益剰余金が5,300百万円減少しております。

　なお、当社グループは、IFRS第16号を適用するにあたり、以下の実務上の便法を使用しております。

・特性が合理的に類似したリースのポートフォリオに単一の割引率を適用する。

・適用開始日から12ヶ月以内にリース期間が終了するリースについて短期リースと同じ方法で会計処理する。

・当初直接コストを適用開始日現在の使用権資産の測定から除外する。

・契約にリースを延長又は解約するオプションが含まれている場合においてリース期間を算定する際などに、

事後的判断を使用する。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額

に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが義務付けられております。実際の業績は、これらの見

積りとは異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更による影響は、その見積りを

変更した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

　本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸

表と同様であります。
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５．セグメント情報

事業セグメント情報

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

当社の取締役会・経営会議において経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対

象となっているものであります。

　当社グループは従来、持株会社体制をとっており、当社は持株会社としてグループ事業戦略の立案及び全般

管理を行い、各子会社において事業活動を展開しておりましたが、2019年９月１日付で当社が完全子会社であ

る株式会社ファミリーマートを吸収合併したことに伴い、当社は引き続き当社グループの経営管理機能を担う

とともに「コンビニエンスストア事業」を展開する事業会社となっております。当社グループは従来、「コン

ビニエンスストア事業」及び「総合小売事業」を報告セグメントとしておりましたが、第１四半期連結会計期

間より「コンビニエンスストア事業」の単一セグメントに変更しております。

　この変更は、当社が2019年１月４日付で保有するユニー株式会社の全株式を、さらに2019年４月12日付で保

有するカネ美食品株式会社の株式の一部を株式会社パン・パシフィック・インターナショナルホールディング

スに譲渡したことに伴い、当社グループにおける経営資源の配分及び業績の評価の単位の見直しを行った結

果、単一セグメントの採用を決定したことによるものであります。

 

６．支配の喪失

前第２四半期連結累計期間（自　2018年３月１日　至　2018年８月31日）

（子会社の売却）

UNY (HK) CO.,LIMITEDの売却

　当社は、2018年５月24日において、当社が保有するUNY (HK) CO.,LIMITEDの全株式をUrban Kirin Limited

に譲渡する契約を締結し、2018年５月31日をもって売却いたしました。これにより、3,884百万円の関係会社

株式売却益を計上しており、当該売却益は要約四半期連結損益計算書の「その他の収益」に含めております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年３月１日　至　2019年８月31日）

（子会社の売却）

カネ美食品株式会社株式の一部譲渡

　当社は、2019年２月27日付の取締役会決議により、当社が保有するカネ美食品株式会社の株式を株式会社パ

ン・パシフィック・インターナショナルホールディングスに一部譲渡することを決定し、2019年４月12日に譲

渡が完了いたしました。その結果、同社に対する議決権の所有割合は53.14％から26.57％となり、同社は当社

の関連会社となっております。
 

①　支配喪失日現在の資産及び負債の主な内訳

 金額

 百万円

流動資産 20,365

非流動資産 17,571

資産合計 37,936

  

流動負債 11,153

非流動負債 196

負債合計 11,349

 

②　支配の喪失に伴うキャッシュ・フロー

 金額

 百万円

支配喪失の対価として受け取った現金及び現金同等物 7,892

支配を喪失した子会社の現金及び現金同等物 △8,609

子会社株式の売却による支出 △717

 

③　支配の喪失に伴う損益

　カネ美食品株式会社に対する支配の喪失に伴い認識した損失は732百万円であり、要約四半期連結損益計

算書上「その他の費用」に含めております。これは譲渡後の残余投資について支配喪失日時点の公正価値に

より再測定したことにより認識した評価損であります。
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７．現金及び現金同等物

当第２四半期連結会計期間（2019年８月31日）

　当第２四半期連結会計期間末日は金融機関休業日であります。そのため、要約四半期連結財政状態計算書に

おいて、第２四半期連結会計期間末日を決済日とする営業債権4,348百万円が「営業債権及びその他の債権」

に、営業債務81,694百万円が「営業債務及びその他の債務」にそれぞれ含まれております。これに伴い、現金

及び現金同等物が77,346百万円増加しております。

 

８．売却目的で保有する資産

　前連結会計年度における売却目的で保有する資産及び売却目的で保有する資産に直接関連する負債は、子会社

であるカネ美食品株式会社及び資本性金融商品として保有する株式会社Ｔポイント・ジャパンの株式について、

売却の意思決定を行ったことから売却目的保有に分類したものであり、内訳は以下のとおりであります。なお、

当該資産及び負債のうちカネ美食品株式会社については第１四半期連結会計期間において売却が完了しておりま

す。

 
前連結会計年度

（2019年２月28日）

 百万円

売却目的で保有する資産  

流動資産  

現金及び現金同等物 11,665

営業債権及びその他の債権 2,548

棚卸資産 454

その他の流動資産 172

流動資産合計 14,838

非流動資産  

有形固定資産 10,837

のれん 4,660

無形資産 103

敷金 288

その他の金融資産 14,147

退職給付に係る資産 417

繰延税金資産 431

その他の非流動資産 260

非流動資産合計 31,143

合計 45,981

売却目的で保有する資産に直接関連する負債  

流動負債  

営業債務及びその他の債務 4,765

預り金 51

未払法人所得税等 292

その他の流動負債 3,673

流動負債合計 8,781

非流動負債  

その他の金融負債 31

引当金 80

非流動負債合計 111

合計 8,891

 

　当第２四半期連結会計期間における売却目的で保有する資産は、前連結会計年度において売却目的保有に分類

した株式会社Ｔポイント・ジャパンの株式13,594百万円であります。
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９．配当金

配当金の支払額は以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間（自　2018年３月１日　至　2018年８月31日）

決議日  配当金の総額  １株当たり配当額  基準日  効力発生日

  百万円  円     

2018年４月11日

取締役会
 7,086  56.00  2018年２月28日  2018年５月７日

（注）当社は、2019年３月１日を効力発生日として普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。上記

「１株当たり配当額」については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年３月１日　至　2019年８月31日）

決議日  配当金の総額  １株当たり配当額  基準日  効力発生日

  百万円  円     

2019年４月10日

取締役会
 10,186  80.50  2019年２月28日  2019年５月７日

（注）当社は、2019年３月１日を効力発生日として普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。上記

「１株当たり配当額」については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

 

配当の効力発生日が、翌四半期となるものは、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間（自　2018年３月１日　至　2018年８月31日）

決議日  配当金の総額  １株当たり配当額  基準日  効力発生日

  百万円  円     

2018年10月11日

取締役会
 8,035  63.50  2018年８月31日  2018年11月９日

（注）当社は、2019年３月１日を効力発生日として普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。上記

「１株当たり配当額」については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年３月１日　至　2019年８月31日）

決議日  配当金の総額  １株当たり配当額  基準日  効力発生日

  百万円  円     

2019年10月９日

取締役会
 10,122  20.00  2019年８月31日  2019年11月11日
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10．営業収益

　主要な顧客又はサービスの種類、及び地理的区分により分解した営業収益は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年３月１日

至　2018年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

 百万円 百万円

顧客又はサービスの種類   

加盟店からの収益（注） 188,704 191,113

物品の販売 107,049 54,234

不動産賃貸料収入 5,654 893

その他 19,790 19,168

合計 321,196 265,409

地理的区分   

日本 282,111 231,354

台湾 32,550 30,825

その他 6,535 3,230

合計 321,196 265,409

（注）加盟店からの収益は、コンビニエンスストア事業におけるフランチャイズ契約に基づいて加盟店から受取ったロ

イヤリティ収入であり、当該契約は販売用什器、看板及び情報システム等のリースを含んでおります。

 

11．売上原価、販売費及び一般管理費

　前第２四半期連結累計期間における売上原価の主な内訳は、製品製造原価であり、当第２四半期連結累計期間

における売上原価の主な内訳は、販売用の商品購入原価であります。

　販売費及び一般管理費の内訳は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年３月１日
至　2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

 百万円  百万円

広告宣伝費 4,663  3,772

販売促進費 7,243  4,412

従業員給料及び賞与 36,136  33,517

退職給付費用 1,795  1,673

借地借家料 89,643  8,663

修繕費 6,212  4,217

減価償却費及び償却費 27,557  100,233

水道光熱費 3,038  2,707

事務委託費 6,851  6,027

貸倒引当金繰入額 39  107

その他 27,811  22,109

合計 210,987  187,438
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12．法人所得税費用

当第２四半期連結累計期間（自　2019年３月１日　至　2019年８月31日）

　当社は、2019年４月10日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社ファミリーマートを吸

収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。これに伴い繰延税金資産の回収可能性の見

直しを行った結果、当第２四半期連結累計期間において繰延税金資産を9,819百万円計上するとともに法人所

得税費用（貸方）を同額計上しております。当該合併の詳細は、注記「18．後発事象」をご参照ください。

 

13．非継続事業

　当社は、2018年10月に当社が保有するユニー株式会社の全株式を売却することを決定し、2019年１月４日に株

式会社パン・パシフィック・インターナショナルホールディングスに譲渡し、同日をもって支配を喪失いたしま

した。そのため、前第２四半期連結累計期間におけるユニー株式会社及び同社の子会社の事業を非継続事業とし

て再表示しております。

 

非継続事業の業績

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年３月１日
至　2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

 百万円  百万円

非継続事業の損益    

収益（注） 324,281  1,899

費用 △308,290  －

非継続事業からの税引前四半期利益 15,991  1,899

法人所得税費用 △2,120  △581

非継続事業からの四半期利益 13,872  1,317

（注）当第２四半期連結累計期間において非継続事業に分類された収益は、前連結会計年度において締結されたユニー

株式会社の株式譲渡契約に基づく同社株式の譲渡価額の調整によるものであります。
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14．１株当たり利益

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年３月１日
至　2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円） 30,385  38,162

親会社の普通株主に帰属する非継続事業からの四半期

利益（百万円）
8,791  1,317

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する継続事

業からの四半期利益（百万円）
21,593  36,845

期中平均普通株式数（株） 506,132,309  506,112,396

基本的１株当たり四半期利益（円）    

継続事業 42.66  72.80

非継続事業 17.37  2.60

合計 60.03  75.40

（注）１．希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．当社は、2019年３月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して基本的１株当たり四半期利益を算定しておりま

す。

 

 
前第２四半期連結会計期間
（自　2018年６月１日
至　2018年８月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2019年６月１日
至　2019年８月31日）

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円） 16,680  17,851

親会社の普通株主に帰属する非継続事業からの四半期

利益（百万円）
4,313  －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する継続事

業からの四半期利益（百万円）
12,367  17,851

期中平均普通株式数（株） 506,128,305  506,111,984

基本的１株当たり四半期利益（円）    

継続事業 24.44  35.27

非継続事業 8.52  －

合計 32.96  35.27

（注）１．希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．当社は、2019年３月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して基本的１株当たり四半期利益を算定しておりま

す。
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15．金融商品の公正価値

　公正価値ヒエラルキーは、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて以下のように分類してお

ります。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

　なお、公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化の日に認識しており

ます。

 

①償却原価で測定される金融商品及びリース債務

　償却原価で測定される金融商品及びリース債務の帳簿価額と公正価値は、以下のとおりであります。

　なお、報告期間の末日から短期間で決済される金融商品など、公正価値が帳簿価額と一致又は近似している金

融資産及び負債は、下表に含めておりません。また、売却目的保有に分類した金融資産のうち、IFRS第５号の測

定の要求事項が適用されないものを含めております。

  
前連結会計年度

（2019年２月28日）
 

当第２四半期連結会計期間
（2019年８月31日）

  帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値

  百万円  百万円  百万円  百万円
資産：         

敷金  90,101  89,040  87,583  89,523

その他の金融資産（注）１  102,499  106,792  33,653  33,662

合計  192,600  195,832  121,237  123,185

負債：         

社債及び借入金  173,152  171,767  167,937  167,198

リース債務（注）３  82,831  81,916  －  －

その他の金融負債（注）２  14,446  14,433  14,349  14,419

合計  270,428  268,117  182,286  181,617

（注）１．その他の金融資産には、要約四半期連結財政状態計算書上、非流動資産に区分される「その他の金融資産」

のうち、リース債権及び債券等の償却原価で測定される金融資産が含まれております。

　　　２．その他の金融負債には、要約四半期連結財政状態計算書上、非流動負債に区分される「その他の金融負債」

のうち、預り保証金等の償却原価で測定される金融負債が含まれております。

３．注記「２．作成の基礎　(4）表示方法の変更」に記載のとおり、要約四半期連結財政状態計算書上「リース

負債」として表示しております。

 

　社債及び借入金のうち社債の公正価値は、活発でない市場における公表価格によっており、レベル２に分類

されます。その他の金融資産及び負債の公正価値は、合理的に見積もった将来キャッシュ・フローを、適切な

利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル３に分類されます。割引率は、金利のある金融商品に

ついては新規に同様の取引を行った場合に想定される利率を用い、金利のない金融商品については、残存期間

に対応する国債の利回り等の適切な指標に信用リスクを加味した利率を用いております。

 

②公正価値で測定される金融商品

　公正価値で測定される金融商品のレベル別の公正価値は、以下のとおりであります。

　なお、下表には売却目的保有に分類した金融資産のうち、IFRS第５号の測定の要求事項が適用されないものを

含めております。

前連結会計年度（2019年２月28日）

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

 百万円  百万円  百万円  百万円

資産：        

その他の包括利益を通じて公正価値で測定され

る金融資産
       

株式 10,655  －  16,573  27,228

合計 10,655  －  16,573  27,228

負債：        

デリバティブ負債 －  74  －  74

合計 －  74  －  74
 

当第２四半期連結会計期間（2019年８月31日）
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 レベル１  レベル２  レベル３  合計

 百万円  百万円  百万円  百万円

資産：        

その他の包括利益を通じて公正価値で測定され

る金融資産
       

株式等 56,388  －  16,445  72,834

合計 56,388  －  16,445  72,834

負債：        

デリバティブ負債 －  119  －  119

合計 －  119  －  119

 

　なお、上記のその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産は、要約四半期連結財政状態計算書

上、「その他の金融資産」に含まれております。デリバティブ負債は、要約四半期連結財政状態計算書上、

「その他の金融負債」に含まれております。

　公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

（デリバティブ負債）

　取引金融機関が算定した公正価値によっており、すべての重要なインプットが観察可能である場合はレベル

２に分類し、重要な観察可能でないインプットを含む場合はレベル３に分類しております。

（株式）

　上場株式は取引所の価格によっております。非上場株式は、割引キャッシュ・フロー法、財務指標等をイン

プットとして使用した類似企業比較法又は純資産に基づく評価モデル等により算定しており、EBITDA倍率等の

観察可能でないインプットを用いているため、レベル３に分類しております。レベル３に分類した金融商品に

ついて、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合に重要な公正価値の増減

は見込まれておりません。

 

③評価プロセス

　レベル３に分類された金融商品については、管理部門責任者により承認された評価方針及び手続きに従い、外

部の評価専門家又は適切な評価担当者が評価及び評価結果の分析を実施しております。評価結果は管理部門責任

者によりレビューされ、承認されております。

 

④レベル３に分類された金融商品の調整表

　レベル３に分類された金融商品の前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の変動は、以下の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年３月１日

至　2018年８月31日）
 

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

 百万円  百万円

期首残高 18,453  16,573

利得及び損失    

その他の包括利益（注）１ △886  115

購入 200  －

売却 △240  △177

レベル３からの振替（注）２ －  △55

その他 △5  △10

期末残高 17,524  16,445

（注）１．その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、決算日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で測定さ

れる金融資産に関するものであります。これらの利得及び損失は、要約四半期連結包括利益計算書の「その他

の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産」に含まれております。

２．当第２四半期連結累計期間において認識されたレベル３からの振替は、投資先の親会社による株式交換に伴

い、保有株式が上場株式に交換されたことによるレベル１への振替であります。
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16．関連当事者

関連当事者との取引

前第２四半期連結累計期間（自　2018年３月１日　至　2018年８月31日）

種類  名称  取引の内容  取引金額  未決済金額  売却損益

      百万円  百万円  百万円

親会社  
伊藤忠商事㈱

（注）２
 

売却目的で保有

する資産等（土

地及び建物等）

の売却

 2,650  － 1,158

その他の関連当事者  
㈱日本アクセス

（注）３
 

商品の仕入

（注）５
 14,130  43,667 －

その他の関連当事者  
コネクシオ㈱

（注）３
 

商品の仕入

（注）５
 1,421  17,197 －

その他の関連当事者
 ㈱リヴァンプ

（注）４

 
販促等のコンサ

ルティング
 50  12 －

  システム開発  53  1 －

（注）１．関連当事者との取引条件については、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

２．同社の完全子会社である伊藤忠リテールインベストメント合同会社が実施した当社株式への公開買付けの結

果、2018年８月16日付で当社に対して重要な影響力を有する企業から親会社に異動しております。

３．当社と同一の親会社を持つ企業であります。

４．当社の経営幹部である澤田貴司及びその近親者が支配している企業であります。

５．未決済金額には、加盟店買掛金が含まれております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年３月１日　至　2019年８月31日）

種類  名称  取引の内容  取引金額  未決済金額  売却損益

      百万円  百万円  百万円

その他の関連当事者

 伊藤忠トレジャ

リー㈱

（注）２

 
資金の寄託

（注）４
 －  150,000 －

  
利息の受取

（注）４
 76  5 －

その他の関連当事者
 ㈱日本アクセス

（注）２

 
商品の仕入

（注）５
 3,668  80,850 －

  物流の委託  42,099  9,199 －

その他の関連当事者  
コネクシオ㈱

（注）２
 

商品の仕入

（注）５
 1,139  16,880 －

その他の関連当事者  
㈱リヴァンプ

（注）３
 

販促等のコンサ

ルティング
 48  9 －

（注）１．関連当事者との取引条件については、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

２．当社と同一の親会社を持つ企業であります。

３．当社の経営幹部である澤田貴司及びその近親者が支配している企業であります。

４．資金の寄託契約の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

５．未決済金額には、加盟店買掛金が含まれております。
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17．偶発債務

　次の会社に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2019年２月28日）
 

当第２四半期連結会計期間
（2019年８月31日）

 百万円  百万円

Central FamilyMart Co., Ltd.（注）１ 3,678  3,618

ジャパンフードサプライ㈱（注）２ 934  766

トオカツフーズ㈱他32社（注）３ 19,875  30,409

合計 24,487  34,793

（注）１．金融機関からの借入金に対する債務保証であります。

２．機械導入に関する契約の履行に対する債務保証であります。

３．コンビニエンスストア商品製造メーカーがジャパンフードサプライ株式会社に対して負っている仕入債務等

に対する債務保証であります。

 

18．後発事象

（子会社の吸収合併）

　当社は、2019年４月10日付で締結した合併契約に基づき、2019年９月１日付で当社の完全子会社である株式会

社ファミリーマートを吸収合併するとともに、商号を「ユニー・ファミリーマートホールディングス株式会社」

から「株式会社ファミリーマート」に変更いたしました。

(1）取引の概要

①　被合併企業の概要及びその事業の内容

被合併企業の名称 株式会社ファミリーマート

事業の内容 フランチャイズシステムによるコンビニエンスストア事業

②　合併の日程

合併決議取締役会 2019年４月10日

合併契約締結 2019年４月10日

合併期日（効力発生日） 2019年９月１日

※なお、当社においては会社法第796条第２項に規定する簡易合併であり、株式会社ファミリーマートに

おいては会社法第784条第１項に規定する略式合併であるため、いずれも合併契約承認株主総会は開催

しておりません。

③　合併の方法

当社を吸収合併存続会社、株式会社ファミリーマートを吸収合併消滅会社とする吸収合併

④　合併後企業の名称

株式会社ファミリーマート（2019年９月１日付でユニー・ファミリーマートホールディングス株式会社よ

り商号変更）

⑤　その他取引の概要に関する事項

　当社は、旧ユニーグループ・ホールディングス株式会社との経営統合を経て、現在ではコンビニエンスス

トア事業を基幹事業とする経営体制となっており、現状の体制を踏まえ、当社グループ構成の簡素化を図

り、当社グループの経営管理を一元化することにより経営の効率化を一層推進すべく、当社が株式会社ファ

ミリーマートを吸収合併することといたしました。

　なお、株式会社ファミリーマートは当社の完全子会社であるため、本合併に際し株式の発行及び金銭等の

交付はありません。

 

(2）業績に与える影響

　完全子会社との合併であるため、当該取引が連結財務諸表に与える影響はありませんが、これを前提に繰延

税金資産の回収可能性の見直しを行った結果、当第２四半期連結累計期間において繰延税金資産を9,819百万

円計上するとともに法人所得税費用（貸方）を同額計上しております。
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２【その他】

（剰余金の配当）

　2019年10月９日開催の取締役会において、剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　配当金の総額及び１株当たりの金額は、「第４ 経理の状況　１ 要約四半期連結財務諸表　要約四半期連結財

務諸表注記　９ 配当金」に記載のとおりであります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年10月15日

株式会社ファミリーマート

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大久保 孝一   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 惣田   一弘   印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファミ

リーマート（旧会社名：ユニー・ファミリーマートホールディングス株式会社）の2019年3月1日から2020年2月29日まで

の連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2019年6月1日から2019年8月31日まで）及び第2四半期連結累計期間（2019年3

月1日から2019年8月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期

連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを行った。
 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤

謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、株式会社ファミリーマート（旧会社名：ユニー・ファミリーマートホールディングス株式会社）及び連

結子会社の2019年8月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の

経営成績並びに第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。
 
利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

　（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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